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黄河中流域都市群におけるフリンジの土地利用に関する研究 

～鄭州市を対象として～ 

 

 

 

 

１．はじめに 

１－１． 研究の背景と目的 

中国経済は急速な発展を遂げてきた。この発展は、地

域発展戦略に基づいているものである。すなわち、東部

（沿海）の大発展から西部(内陸)の大開発へ、そして東

北振興へと引き継がれている。東部と西部の間に存在す

る中部都市（内陸部）の経済・産業をさらに発展させ、

各地域を有機的に連携させようという試みが行われてい

る。このため、中部地区は、都市化が急速に進むことが

予想される。しかし、都市化の進展により人口、産業が

都市へ極度に集中する現象を呈しており、交通騒音、大

気汚染、水質汚染等環境問題が発生している。また、都

市内部および郊外地区の土地利用が激しく変化している。

持続可能な都市発展を実現するためには、環境に配慮し

ながら都市開発を計画的に進めることが重要である。都

市計画で対象となる地域は、市街地、生産系緑地、自然

系緑地などがあり、都市と農村が共存する空間であると

いえる。このことからも、中国のような急速に発展して

いる状況をもつ国家にとっては、都市と農村における諸

計画を総合的かつ一体的に遂行することは極めて重要で

ある。現在、鄭州を中心に洛陽、開封などを含んだ“中

原都市群経済圏”の形成が進んでおり、前述したような

問題が今後、顕在化してくることが懸念されている。 

このような背景のもと、本研究では、リモートセンシ

ングデータを活用して、中国内陸部の鄭州市の土地被覆

を把握し、その土地利用変化を明らかにする。都市内部

と周辺部の土地利用変化を分析し、都市環境について考

察する。この結果により、都市化により生じる問題や課

題を明らかにし、今後あるべき発展や環境保全の方向性

等を示すことを目的とする。本研究は、中国における環

境保全の方向性を示すだけでなく、広域的に見れば、東

アジア圏全体の環境保全、生態系の保全等と強く関係し

ており、このような問題点、課題に対して提言可能な知

見を得ることができると考えている。 

 

１－２．既往関連研究の整理と本論の位置付け 

既往研究として都市フリンジの土地利用の把握と手法

の適用を行った研究がある。その中に、集落社会の地域

の形成要件である農業的土地利用構造とその変化を主要

視点として、集落単位の農地保全の条件を検討した藍澤

他 1）の研究、都市近郊や平地農村、中山間地域のように

地理的、社会経済的な立地条件の異なる農村地域につい

て、現在の農家の農業基盤の現況や、農業経営状態の観

点から農地保全の要件を検討した藍澤他 2）の研究、調整

区域内集落実態を把握し、階層分析法による集落の開発

許容適性評価を行い、開発許容集落の選定を検討した馬

他 3）の研究、市街地調整区域における開発許可・建築許

可の運用実態、宅地と農地の変化実態を捉えて、その両

者を比較し、及び地理属性との関連性の考察を分析した

田中他 4）の研究がある。 

 これらの研究は、都市フリンジにおける農業的土地利

用構造や調整区域の集落実態に着目し、農地保全、集落

開発の検討等を行ったものである。しかしながら、都市

化の過程において市街地や緑地、草地の変化に着目し、

政策制度と変化要因を検討し、フリンジの土地利用構造

について取り扱った例はみられない。そこで本研究では

鄭州市の市街地、緑化と農地間の変化動態を抽出し、そ

の変化要因を検討する。これにより市街地の土地被覆変

化と都市フリンジの土地利用を比較し、鄭州市と周辺の

環境保全のあり方について考察する。 

 

2．分析の方法と流れ 

このような背景のもと、本研究では、リモートセンシ

ングデータを用いて、1993 年と 2003 年における中国内陸

部にある鄭州市の土地被覆変化を把握し、市街地の変化

とフリンジの土地利用状況を明らかにするともに、その

周辺の環境を考察する。研究の方法は以下のとおりであ

る（図-1 参照）。 

 

　各種データの加工、整備

　　ランドサットTMデータの加工

　　土地被覆分類図

　土地利用現況の把握

　　土地被覆分布現況の把握

　　2ヵ年の土地利用変化量の検討

　フリンジの土地利用変化と要因の把握

　　市街地の変化と要因の考察

　　緑地と草地の変化と要因の考察

　周辺都市との関係性の考察

　　周辺都市との関係性の考察

　　東アジアへの影響の考察  

図-1 研究のフロー 

 

はじめに、土地被覆分類図を作成し、２ヵ年の土地被

覆の変化量を抽出する。その変化要因と中国政府が発令
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した政策を背景に考察を行う。 

次に、市街地と緑地・草地の変化から、この 10 年間で

の土地利用の変化状況を考察するために、都市基盤や政

策制度に着目し、都市のフリンジの土地利用変化要因を

考察する。 

そして、都市内部及び隣接都市への影響などについて

考察し、今後の課題を述べる。 

 

３．鄭州市の概況 

鄭州市は、河南省の省都で、省の政治、経済、文化、科

学技術等の中心で、六つの区、五つの市、一つの県、三

つの国家レベルの開発区からなる。悠久なる歴史を持っ

ている都市であり、八古都の一つである。中国中部地域

の開放都市と重要な商業貿易センターであり、全国の南

北を貫く要衝である。東側は開封市、西側は洛陽市、南

側は許昌市、北側は黄河を挟み新郷市が位置している。

全市総面積は 7,446.2km²、総人口は 708 万人、そのうち

市区面積は 1,010.3 km²、市区の人口は 340 万人である

（図-2参照）。 

鄭州市の北部は黄河に接し、西は嵩山を配し、東南部

は黄淮平原が広がり、西高東低の地形になっている。西

部は山地と丘陵が多く、全市面積の２/３、東部の平原は

全市面積の１/３を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図-2 鄭州市の行政区位置図 

        

４．データの構築及び土地被覆の状況 

ランドサット TM データ及び ETM+データを用いて、教

師付き分類最尤法により、土地被覆分類図を作る。教師

付き分類法とは、予め対象とする地域の予備知識（グラ

ンドトルースデータ）がある場合に、水域・市街地・樹

林など分類すべきカテゴリーを決め、この地域（トレー

ニングエリア）の分光反射特性を調べる。次に、類似特

性を持つ場所を同じカテゴリーに分類していき、これを

いくつかのカテゴリーに対して行い、最終的に解析対象

地域を分類する方法である。この方法を用いて、1993 年

と 2003年の土地被覆分類を作成する（図-3参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 鄭州市 1993、2003 年度土地被覆分類図 

 

図-3 からみて、鄭州市は過去の 10 年間で市街地が大き

く拡大しており、土地被覆の変化が顕著である。鄭州市

各種土地被覆の変化を抽出し、その変化量を表-1 にまと

めた。表-1 は二ヵ年度の土地被覆割合と土地被覆の変化

量を示している。 

 

表-1 土地被覆の割合（単位：pixels） 

※図-3で示した市域内のピクセル 

 

表によると、1993 年から 2003 年にかけて、市街地が

33,508 ピクセル、畑地が 12,782 ピクセル、草地が

12,210 ピクセル増加した。また、水田が 66,430 ピクセル、

緑地が 3,612 ピクセル減尐している。このように、ピク

セル数の変化量からみても、市街地が大幅に拡大してい

ることがわかる。これは、中国経済の急激な発展の背景

の下で、人口が都市に集中し、都市基盤整備も急速に進

んだためであると考えられる。この 10 年間、鄭州市と同

じく他都市のほとんどが拡大傾向であることがわかって

いる。 

また、畑地がやや増加し、逆に水田が大幅に減尐して

いるが、これは、鄭州市が農地の効率的運営のために生

産物の調整（種類や量）を行った措置である可能性が極

めて高い。さらに、草地が増加し、緑地がやや減尐して

いるが、これは、森林伐採や農耕地からの土砂流出を問

題視した中国政府が、退耕還林（耕作した畑をもう一度

林に戻す）制度を施行したことが一つの要因としてあげ

られる。 

 

５．鄭州市フリンジ土地利用の把握 

鄭州市は「二七広場」から幹線道路を放射状で整備し、

都市の外部で環状道路を三本設定している。「二七広場」

変化量 変化率
市街地 122,342 13.74% 155,850 17.50% 33,508 3.76%
畑　地 350,229 39.33% 363,011 40.77% 12,782 1.44%
水　田 109,366 12.28% 42,936 4.82% -66,430 -7.46%
草　地 153,478 17.24% 165,688 18.61% 12,210 1.37%
緑　地 112,748 12.66% 109,136 12.26% -3,612 -0.41%
水　域 42,288 4.75% 53,830 6.04% 11,542 1.30%
総　計 890,451 100.00% 890,451 100.00%

1993年 2003年

市街地

緑 地

畑 地

水 田

草 地

水 域
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は商業業務機能が集積し、交通機結節点としての機能も

有している当該地区の中心である（図-4 参照）。250ｍメ

ッシュデータを用いて、鄭州市での 1993 年と 2003 年の

市街地を抽出し、その市街地の分布図を作成した（図-5、

図-6 参照）。図-5、図-6 は鄭州市 1993 年と 2003 年市街

地の分布図である。色が濃いところは市街地の割合が高

く、薄いところは市街地の割合が低い。次に、二ヵ年の

市街地変化を把握した（図-7 参照）。図からみて、この

10 年間、市街地が幹線道路に沿って拡大していることが

わかる。特に、幹線道路の両側市街地の変化量が顕著で

ある。また、図-7 の実線部においては、「鄭東新区」とい

う大規模な新都市の建設が進行している地区である注 1）。

中国の土地は一般的に都市部では国有、農村部では村民

委員会による集団所有（公有）である。日本と比較した

場合、私有権が存在しないため、大規模開発は比較的に

容易であると考えられる。この計画により、鄭州市東北

部での市街化が大幅に拡大した。今後も、鄭東新区での

市街地の拡大と緑地の減尐が続くものと予想される。 

 

  

 

 

 

 

 

   

 

  

図-４ 鄭州市の都市計画図 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

図-5 1993年市街地の分布図 

 

 
図-6 2003年市街地の分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 市街地の変化分布図 

 

次に、草地と緑地を集計し、1993 年と 2003 年の鄭州市

の緑化分布図を作成した（図-8、図-9 参照）。図-8、図-9

は鄭州市 1993 年と 2003 年緑地・草地の分布図である。

色が濃いところは緑地と草地の割合が高く、薄いところ

は割合が低い。 

 

     
図-8 1993年緑地・草地の分布図 

 

 

 
図-9 2003年緑地・草地の分布図 
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図-10 緑地・草地の変化分布図 
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図-10 はこの 10 年間鄭州市緑地変化状況である。白い

メッシュは緑地・草地が減尐し、黒いメッシュは緑地・

草地が増加する。図-10 からみて、鄭東新区の広範囲で緑

地減尐の傾向が確認された。しかし、都市全体でみると、

緑地・草地は増加傾向にある。これは中国政府が退耕還

林、退耕還草（耕作した畑を再度、林地、草地に戻す）

制度を実施したため、都市フリンジ付近で緑地の増加が

顕著であり、特に市域外縁での増加が著しい。 

まとめとして、中国経済の発展に伴い、次のような都

市化の問題が考えられる。 

①公共基盤整備が追いつかず、都市化が市外縁部の比較

的整備が容易な幹線道路沿線においてのみ進行し、リ

ボン状開発の傾向がみられる。 

②生活環境整備が遅れているため、人口集積が進まない

地区がある。都市生活基盤施設などの整備が成されな

いままに、点在した市街地が形成される。いわゆるア

ーバンスプロールがみられる。 

③都市内部の緑地が急速的減尐している。自然災害など

の対策としての退耕還林、退耕還草が市外縁部の部分

的な整備に留まっている。 

以上のような状況下で現在の鄭州市におけるフリンジ

の土地利用が形成されたと考えられる。 

 

６．鄭州市の土地利用と周辺都市との関係について 

現在、中原都市群は各都市の特徴的な産業を軸として、

都市群が形成されてきた。区域資源を統合し、分業と協

力を強化し、都市全体の発展を推進している。四大産業

地帯を図-11に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11中原都市群圏域イメージ 

 

 鄭州市は中国の南北を結ぶ京広線と東西を結ぶ隴海線

という２大鉄道路線が交わる所に位置しており、全国へ

の物流の拠点となっている。また、中原都市群の中心都

市で、周辺都市へ強い影響力（経済や産業など）を持っ

ている。これは当然、土地利用などに及ぼす影響も大き

い。特に都市の境域や各都市の郊外において、開発圧力

が増し、行政界を超えた連坦市街地を形成するようにな

るだろう。また、自然・生産系土地利用では、都市郊外

の農村部において退耕還林政策の下、農地減尐が続き、

緑地・草地の増加が予想される。農村産業の調整、基盤

整備の推進などにも影響を与えると考えられる。 

 

7.総括 

本研究は鄭州市の土地被覆変化の要因を中国政府の政

策背景も考慮し把握した。また、鄭州市のフリンジの土

地利用状況（市街地と緑地・草地の変化）とその変化要

因を明らかにしてきた。鄭州市は都市化の過程において、

大規模な開発があり、中心部の市街地が大幅に拡大し、

緑地が急速に減尐していった。しかし、都市周辺部で自

然災害を防止するために退耕還林・退耕還草措置を実施

し、緑地・草地が増加した。中国の都市化特徴としては

国の先導による政策が進んでいる。郊外での大規模な開

発において、インフラの整備が大幅に遅れ、生活利便性

の向上が図れていない。一方、市街地の人口の過密化、

生活排水による河川・湖沼の汚染、自動車交通による交

通公害などの都市問題が深刻化している。このように、

政府が開発志向型の施策を推進しているにもかかわらず、

都市インフラの整備が追いつかないという不均衡な状況

にある。都市中心部へ人口が集中するなどの、悪循環に

陥っているのが現状である。よって、中国の都市計画に

おいても、例えば、日本の土地区画整理事業のように、

対象を基盤整備に重きをおき、整備を進めていく手法が

有効であると考えられる。 
 

 

注記 

注 1）「鄭東新区」は、鄭州市の東に隣接し、西は 107 国道を起点に、

東は京珠高速道路まで、北は連霍高速道路から、南は空港までの快

速道路を境とする 150ｋ㎡が開発区域である。旧市街地とはリニアで

結ぶ計画である。初期開発規模は 45k㎡となっている。 
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